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平成３０年度予算編成について（依命通知） 

 

平成３０年度予算編成にあたっては、以下の基本的な考え方に沿って、

予算編成作業を進められたい。 

 

【骨太方針について】 

本年６月９日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針２０

１７（骨太方針）」では、「経済・財政再生計画」の下、国・地方を通じ

た経済再生・財政健全化に取り組み、全ての改革項目を改革工程表に従

って着実に進めるとともに、地方行財政の構造改革を推進し、財政資金

の効率的配分を図ることを検討するとしている。 

また、平成２７年度の骨太の方針において、平成３０年度までの地方

の一般財源総額は平成２７年度と同水準を確保するとされている。 

これらのことから、本年度と同水準の確保は期待されるものの大幅な

増加を見込むことは難しい状況にある。 

 



【本市の取り組み】 

本市は、市民が安心して暮らし続けるために必要な行政サービスを維

持しつつ、平成２９年度は市制施行８０周年の区切りの年として、過去

を振り返り、また将来の発展を見据えたまちづくりを推進しているとこ

ろである。 

今後も地域包括ケアシステムの推進、子育て支援、高齢化対策を始め、

海老川上流地区を中心としたメディカルタウンの構築、都市基盤の整備、

公共施設の長寿命化・最適配置などの山積する重要課題に取り組むとと

もに、後期基本計画に示す６つの「めざすまちの姿」を実現するために

位置付けられた各分野の事業を確実に推進するため、必要とされる財源

を確保し、持続可能な財政運営を行う必要がある。 

 

【本市の財政状況について】 

本市の財政状況は、平成２８年度決算においても引き続き健全性は保

たれているものの、財源調整基金の残高が大きく減少し、市債残高が増

加するという財政状況に大きな変動が生じた。 

①財源調整基金 

平成２８年度においては、過去最大の７０億円の財源調整基金を繰

り入れた。 

過去最大となった要因の一つとしては、普通交付税、株式等譲渡所



得割交付金、地方消費税交付金等が予算額を割り込んだことが挙げら

れる。 

最終的な歳入歳出決算剰余金を積み立てた平成２９年６月の財源

調整基金残高は、前年同時期の残高に対して４７億円減少し、５年ぶ

りに２００億円を下回った。 

②市債発行額と公債費 

東日本大震災後の学校耐震化関連事業では、平成２３年度から２８

年度の間で約１００億円の市債を発行した。 

併行して、防災備蓄センター、保健福祉センター、環境学習館、運

動公園プールの整備、北部清掃工場の建替えといった大規模公共施設

整備事業や道路・河川等の都市基盤整備事業を推進するため市債を活

用して財源を確保してきたところである。 

その結果、平成２３年度一般会計においては借換債・臨時財政対策

債を除いた市債発行額は８８億円であったが、平成２８年度は１６９

億円を発行するに至り、この間、市債残高は平成２３年度末の６７６

億円から９９６億円に大きく増加した。 

 

【将来財政推計と行財政改革】 

本市では、ここ数年、人口増に伴う市税の伸び、豊富な財源調整基金、

低い水準の公債費負担比率の下での市債の活用により、積極的に事業を



拡大してきた。 

平成２８年度に作成した将来財政推計では、平成５３年度まで収支の

均衡を保つことが可能としていた。平成２８年度決算を踏まえ、財源調

整基金の大幅な減少と公債費の大幅な伸びを勘案し改めて試算したと

ころ、平成３４年度予算編成時には財源調整基金による財源確保が出来

ないという結果となった。 

この状況の変化に対応する方策を検討するため、新たに外部有識者で

構成する組織を設置し、より一層の行財政改革に取り組むこととした。 

 

【平成３０年度予算編成】 

将来の人口減少、高齢化が加速する状況においても安定的な行政サー

ビスを維持し、今後生じる様々な行政需要に対応するためには、将来に

わたって安定的な財政運営が必要である。 

平成３０年度予算編成にあたっては、財源調整機能を維持するため財

源調整基金繰入金を圧縮するとともに、将来の公債費負担を軽減するた

め市債発行額、普通建設事業費の規模を見直すこととした。 

これらにより、一会計年度における総事業費を抑制し、持続可能な財

政運営を行うものとする。 

具体的に示すと、財源調整基金繰入金を平成２９年度の８７億円に対

し４０億円程度減額するとともに、普通建設事業費の額を同２８７億円



から３０億円程度削減し、市債発行額の抑制を図るものとする。 

また、市民の多様化する行政需要に的確に応えるため、投資的事業以

外の経常的事業においても、行政効果を再点検し、改善・廃止・縮小等

による無駄の排除、スクラップアンドビルド等の必要な措置を講じるも

のとする。 

 

市全体として行財政改革に取り組むと同時に、各部局において事業費

の配分を十分協議のうえ予算要求すること。 

全ての職員が事業そのものの効率化、工夫、改善をするために知恵を

絞り、より一層の経費削減を図るとともに、直面する行政課題の解決や、

様々な行政サービスの充実に最も効果的な予算を編成することに努め

られたい。 

 

以下に、予算編成にあたっての基本事項を示すので、これにより適切

に対処されたい。 



基 本 事 項 

１．予算要求にあたっては、事業の優先順位、行政効果を十分見極め、

効率的・重点的な予算要求を行うこと。 

 

２．決算で多額の不用額が生じている事業や年度途中に予算不足が生じ

て流用等の措置が必要となった事業については、対象事業の過去の実

績の分析を行い、その原因を究明し十分に精査のうえ適切な予算要求

となるよう努めること。 

 

３．市民の多様化する行政需要に的確に応えるためには、行政内部の役

割にかかわらず、部局の垣根を越えた分野横断的な取り組みを推進す

る必要があるため、部局間で十分協議のうえ要求すること。 

 

４．「後期基本計画」において示す施策については、着実にその進捗を

図ることとし、実施計画で採択された事業は優先的に予算化するので

必要な予算は十分に精査のうえ要求すること。 

 

５．実施計画対象事業の所管部課にあっては、企画財政部から１０月上

旬を目途に査定結果を通知する予定であるので、査定で事業実施が不

採択となった事業については、要求しないこと。 

 

６．「公共建築物保全計画」において、更新が予定されている施設にあ

っては、事業費を精査のうえ要求すること。 



７．枠配分対象事業に指定された事業であっても、その執行方法の見直

し等の工夫により適切な予算積算に努めること。 

 

８．歳入の確保については最大の努力をはらうこと。捕捉洩れのないよ

う十分注意するとともに、積極的かつ効率的に滞納整理を行う等によ

り、収納率の向上を図ること。 

 

９．国・県支出金については、制度研究を十分に行い、特定財源の計上

洩れ等がないよう注意すること。特に国庫支出金については、新たな

制度の創設や既存制度の見直し等の動きがあることも考えられるた

め、情報の収集に努め適切に対応すること。 

 

10．特別会計及び企業会計については、独立採算の確保に努め、安易に

一般会計からの繰入金等に依存することは厳に慎むこと。 

 

11．出資団体等に対しては、各団体の経営努力を強く求め、当該団体に

対する補助金・委託料等の削減に努めること。 

 

12．他団体が先行して実施している効率的な行政運営の情報収集・分析

を行い、更なる業務の効率化に努めること。 

 

13．新規・拡大等、事業の見直しの要求にあたっては、その効果を検討

し、実現のための懸案事項を抽出し、しっかりとした制度設計を行い、

万全の準備をすること。 



14．８月３１日に開会予定の第３回市議会定例会において、平成２８年

度決算が審査される過程において指摘された事項については、適切に

対応すること。 

 

15．監査委員による定期監査等や包括外部監査の指摘のなかで、予算に

関係する事項は、改善のうえ適切に対応すること。 


